
JP 4986687 B2 2012.7.25

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　チューブを交差させて形成されるループ状に前記チューブの外形を規制するチューブ支
持部と、
　前記チューブの前記ループ状の前記外形を、前記ループ状の前記外形においてチューブ
が交差する部分に対向する部分が前記交差する部分に相対的に向かうように、圧接する可
動部と、
　を備え、
　該可動部が前記ループ状になった前記チューブを押し付けることにより前記チューブに
折れ部が生じ、その結果前記チューブ内部の流体の通過が遮断され、また、前記可動部を
引き戻すと前記チューブの前記折れ部が復帰して再び前記チューブ内を前記流体が通過し
得ること、
　を特徴とする流体ストッパー装置。
【請求項２】
　前記可動部の駆動手段が、モーターによる機械的動力、電磁力による電動力、若しくは
手動力に基づくものであること、
　を特徴とする請求項１に記載の流体ストッパー装置。
【請求項３】
　前記チューブ内の前記流体の変化、液漏れ、温度、又は振動量のいずれか１つ或いは複
数を検知する検知手段が設けられ、該検知手段からの信号に応じて、前記駆動手段が自動
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で作用し、前記チューブ内の前記流体を遮断／開放すること、
　を特徴とする請求項２に記載の流体ストッパー装置。
【請求項４】
　近赤外、超音波、電波、又は静電容量を用いる非接触な検知手段が設けられ、該検知手
段からの信号に応じて、前記駆動手段が自動で作用し、前記チューブ内の前記流体を遮断
／開放すること、
　を特徴とする請求項２又は請求項３に記載の流体ストッパー装置。
【請求項５】
　前記流体ストッパー装置に実装した操作部からの電気信号、及び／又は外部からの電気
信号に応じて、前記駆動手段が自動で作用し、前記チューブ内の前記流体を遮断／開放す
ること、
を特徴とする請求項２乃至請求項４のいずれか１項に記載の流体ストッパー装置。
【請求項６】
　前記駆動手段が、前記流体を遮断するように作用する場合は電動力により遮断し、遮断
状態を解除させるべく復帰させる場合には手動力により行うこと、
　を特徴とする請求項２乃至請求項５のいずれか１項に記載の流体ストッパー装置。
【請求項７】
　前記駆動手段の駆動回数に閾値が設けられ、該閾値を超過した場合にチューブ交換を告
知する手段を更に備えたこと、
　を特徴とする請求項２乃至請求項６のいずれか１項に記載の流体ストッパー装置。
【請求項８】
　前記チューブが、ジョイント部を介して前記流体ストッパー装置外部の他のチューブと
接続されるものである場合において、前記チューブを前記ジョイント部から着脱可能にし
て前記チューブを交換可能な構成としたこと、
　を特徴とする請求項１乃至請求項７のいずれか１項に記載の流体ストッパー装置。
【請求項９】
　少なくとも前記チューブ支持部、前記可動部、及び前記ジョイント部が配置されるユニ
ットケース、
　を有する流体ストッパー装置であって、
　前記ジョイント部は、
　前記ユニットケースから着脱可能であり、
　前記ジョイント部と前記ジョイント部に接続される前記チューブとが一式交換可能であ
ること、
　を特徴とする請求項８に記載の流体ストッパー装置。
【請求項１０】
　遮断時における前記折れ部からの前記流体の漏れ、周囲温度の変化、前記チューブ内の
圧力変化、時間の経過の少なくとも１つ以上の要因を検知する検知手段、
　を有する前記流体ストッパー装置であって、
　前記駆動手段は、
　前記検知手段からの情報に基づき、前記チューブを変形させるための押し付け駆動量を
更に増大させて前記流体を遮断すること、
　を特徴とする請求項２乃至請求項９のいずれか１項に記載の流体ストッパー装置。
【請求項１１】
　前記可動部は、
　遮断時に前記折れ部を直接抑える長さを有すること、
　を特徴とする請求項１乃至請求項１０のいずれか１項に記載の流体ストッパー装置。
【請求項１２】
　前記可動部は、
　遮断時に前記折れ部を押さえつける厚みを有すること、
　を特徴とする請求項１乃至請求項１１のいずれか１項に記載の流体ストッパー装置。
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【請求項１３】
　請求項１～請求項１２に係る流体ストッパー装置が、カスケードに複数段接続されてい
る流体ストッパー装置。 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、チューブ内を移動する流体の遮断／開放の技術に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　チューブ内に液体や気体などの流体物が流れる器具は様々なものが存在する。例えば、
飲料サーバなどタンクに貯蔵された液体飲料物を、タンクに接続されたチューブを介して
取り出すものがある。かかるチューブは、柔軟性がある透明性の可撓性チューブが用いら
れている場合が多い。そして、液体飲料物のチューブ内の流れを制御するために、チュー
ブの先端に取り付けられた開閉弁や、チューブの途中においてチューブの外周部分を圧接
する機構が存在する。
　また、医療用チューブのようなチューブを流れる流体の流れを調節終了させる装置とし
て、クランプ機構が知られている（例えば、特許文献１，特許文献２を参照）。
【０００３】
【特許文献１】特開平７－３１３５９４号公報
【特許文献２】実公平７－４６２６８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、流体の遮断に弁を用いる手段は、チューブ内に弁が存在するため、食品や薬品
などの内容物を汚染する可能性がある。また、チューブの途中におけるチューブ外周部分
の圧接機構は、チューブに過度の荷重を与えてしまい、チューブの破損の危険性がある。
　さらに、医療用のチューブクランプ機構は、輸液用の柔軟性の高いチューブを対象とす
るもので、加圧された流体を使用するような強度の高いチューブに対しては実用的ではな
い。
【０００５】
　本発明は、上記問題点に鑑み、チューブ内の流体に直接触れないこと、通常時に極力チ
ューブ内の流れを阻害しないこと、検知と制御を一つの装置で実現すること、流体の種類
の影響を受けないことを可能とし、簡単な構成の駆動機構で加圧された流体用の強度の高
いチューブにおいても流体の流れを確実に遮断することができる流体ストッパー装置を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成すべく、本発明の第１の観点の流体ストッパー装置は、チューブ１の外
形をループ状に規制するチューブ支持部５と、前記チューブ１のループ状の外形を圧接す
る可動部４を備え、該可動部４がループ状になったチューブ１を押し付けることによりチ
ューブ１に折れ部２が生じ、その結果チューブ１内部の流体３の通過が遮断され、また、
前記可動部４を引き戻すとチューブ１の折れ部２が復帰して再びチューブ１内を流体３が
通過し得ることを特徴とする。
　ここで、可動部４の駆動手段は、具体的には、モーターによる機械的動力、電磁力によ
る電動力、若しくは手動力に基づくものであることが好ましい。可動部の駆動手段として
は、例えば、モーター、プランジャー、スプリング、手動用つまみ等可能である。
【０００７】
　特に、第１の観点の流体ストッパー装置では、折れ部２とチューブ１のループ状の外形
を圧接する可動部４の位置を調整することにより、テコの作用により、高圧でチューブ１
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内を流れる流体の流れを簡単に遮断できることが可能となる。すなわち、チューブ１に対
して外力を加える可動部４の位置を、折れ部２から遠くすればするほど、テコの原理で少
ない力でチューブ１を折り曲げることができる。これにより、駆動手段の負荷も少なく装
置の稼動コストも少なくすることができる。
【０００８】
　次に、本発明の第２の観点の流体ストッパー装置は、チューブ１の一部の外周を支持す
る支持部に回転テーブル機構が備えられ、前記回転テーブル機構が回転することによりチ
ューブ１に折れ部２が生じ、その結果チューブ１内部の流体３の通過が遮断され、また、
前記回転テーブル機構を元に戻すとチューブ１の折れ部２が復帰して再びチューブ１内を
流体３が通過し得ることを特徴とする。
　ここで、回転テーブル機構の駆動手段は、具体的には、モーターによる機械的動力、電
磁力による電動力、若しくは手動力に基づくものであることが好ましい。
【０００９】
　また、本発明の第３の観点の流体ストッパー装置は、チューブ１の一部の外周を支持す
る支持部が少なくとも２箇所設けられ、支持部間の相対距離が拡がることによりチューブ
１に折れ部２が生じ、その結果チューブ１内部の流体３の通過が遮断され、また、前記支
持部間の距離を元に戻すとチューブ１の折れ部２が復帰して再びチューブ１内を流体３が
通過し得ることを特徴とする。
　ここで、支持部の駆動手段は、具体的には、モーターによる機械的動力、電磁力による
電動力、若しくは手動力に基づくものであることが好ましい。
【００１０】
　また、上記の本発明の第１～第３の観点の流体ストッパー装置において、液切れ等のチ
ューブ内の流体の変化、液漏れ、温度、振動量のいずれか１つ或いは複数の検知手段が設
けられ、該検知手段からの信号に応じて、前記駆動手段が自動で作用し、チューブ内の流
体を遮断／開放するものが可能である。
【００１１】
　また、上記の本発明の第１～第３の観点の流体ストッパー装置において、近赤外、超音
波、電波、静電容量などの非接触な検知手段が設けられ、該検知手段からの信号に応じて
、前記駆動手段が自動で作用し、チューブ内の流体を遮断／開放することが可能である。
【００１２】
　また、上記の本発明の第１～第３の観点の流体ストッパー装置において、流体ストッパ
ー装置に実装した操作部からの電気信号、及び／又は外部からの電気信号に応じて、駆動
手段が自動で作用し、チューブ内の流体を遮断／開放することも可能である。
【００１３】
　また、上記の本発明の第１～第３の観点の流体ストッパー装置において、駆動手段が、
流体を遮断するように作用する場合は電動力により遮断し、遮断状態を解除させるべく復
帰させる場合には手動力により行わせることが可能である。
【００１４】
　さらに、上記の駆動手段の駆動回数に閾値が設けられ、該閾値を超過した場合にチュー
ブ交換を告知する手段を更に備えることで、予め算出されたチューブの耐久度に応じた駆
動手段の駆動回数に配慮して、チューブ交換タイミングを決定することが可能となる。
【００１５】
　また、流体ストッパー装置のチューブ１が、ジョイント部８を介して装置外部のチュー
ブと接続されるものである場合において、チューブ１をジョイント部８から容易に着脱可
能なように構成すれば、チューブ１が劣化した際に、簡単にチューブだけ交換して装置を
使い続けることが可能になる。
【００１６】
　あるいは、ジョイント部８も装置本体のハウジングを構成するユニットケース９から着
脱可能なように構成して、ジョイント部８とチューブ１を一式交換可能に構成することも
可能で、用途や目的に合わせて適切なチューブ交換方法を選択することが可能である。
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【００１７】
　また、用途によっては上記の流体ストッパー装置において、流体遮断機構部を複数に構
成すべくカスケードに複数段配設させ、及び／又はピンチバルブ等の補助の遮断／復帰手
段を更に備えさせることが好ましい。本方式を用いて遮断した際に、用途によっては微量
な漏れが生じる場合がありうる。そのような際に、流体ストッパー装置をカスケードに複
数段配設させ、遮断機構を複数に構成したり、あるいは従来のピンチバルブを補助の遮断
／復帰手段として加えることで、その微量な漏れを防ぐ構成も可能である。
【００１８】
　また、用途によっては上記の流体ストッパー装置において、流体遮断機構の駆動量を、
遮断時の漏れの検出、温度変化、圧力変化、時間の経過の少なくとも１つの要因に伴って
変化させることが好ましい。
　遮断時の漏れに対して、漏れを検知した際にただちにチューブ１を変形させるための流
体遮断機構の駆動量をもう少し増やすなどの調整を可能にすることで、微量な漏れを防ぐ
構成も可能である。あるいは温度上昇や圧力上昇、長時間経過時などの条件下でチューブ
１の遮断機能が低下することが判明している場合は、その温度変化や圧力変化、時間経過
に合わせて同様にチューブ１を変形させるための駆動量を変化させるなどの調整を加える
ことで遮断性能を維持することが可能である。
　またチューブ１のループ状の外形を圧接する可動部４を、遮断時に折れ部２を直接抑え
るだけの長さに延長することで、押し付け時に可動部４が直接折れ部２を圧迫してより確
実に遮断する構成も可能であるし、その延長部位により確実に折れ部２を押さえつける機
構を構成・実装することも可能である。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の流体ストッパー装置によれば、上記の構成としたことから、遮断弁など従来の
流体制御装置に必要だった内部の液体に触れる機構が不要となることからチューブ内の流
体に直接触れず、通常時はチューブの形状（外形・内径共に）が一定に保たれていること
からチューブ内の流れを阻害することもなく、検知と制御を一つの装置で実現でき、流体
の種類の影響を受けずに、チューブを流れる流体の流れを遮断させるための駆動機構が簡
単な構成により実現することができることとなる。
【００２０】
　例えば、生ビールを提供する目的のビアサーバでは、適宜汚れたチューブ内を清掃する
ためにチューブ内に清掃用スポンジを通して菌の除去などを行うが、遮蔽弁が存在すると
そこでスポンジが詰まるなどの問題があり使用が難しかった。しかしながら、本方式では
チューブ内径が一定に保たれることから、問題なく本装置を含めた流路一式に清掃用スポ
ンジを通すことが可能になる。
【００２１】
　また、チューブ内部の液体と触れずに流体を制御する別の技術としてピンチバルブが存
在しているが、ピンチバルブでは流体を遮断するための押し付け部が直接チューブ１を押
し付ける機構となっているため非常に強い力が必要であり、例えば水道圧のかかったチュ
ーブ１を遮断する際には大電流を必要とするなど実現が大変である。それに比較して、本
方式は折れ部２とチューブ１のループ状の外形を圧接する可動部４の位置を調整すること
により、わずかな力でもテコの作用でチューブ１内を流れる高圧の流体の流れを簡単に遮
断可能でなる。これはすなわち、駆動手段の負荷が少なく装置の小型化や稼動コストの削
減が容易に実現可能となることを意味する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、図面を参照しつつ、本発明を実施するための最良の形態について説明する。
【実施例１】
【００２３】
　図１は、実施例１の流体ストッパー装置の原理説明図を示している。チューブ１の外形
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をループ状に規制するチューブ支持部５と、チューブ１のループ状の外形を圧接する可動
部４が備えられ、図１（ａ）の矢印に示されるように、可動部４がループ状になったチュ
ーブ１を押し付けることにより、図１（ｂ）に示されるように、チューブ１に折れ部２が
生じ、その結果チューブ１内部の流体３の通過が遮断されるものである。
　また、可動部４を引き戻すとチューブ１の折れ部２が復帰して再びチューブ１内を流体
３が通過可能となる。
　ここでは、可動部４のみが図１（ａ）の下向きの矢印方向に移動するとしているが、同
時にチューブ支持部５も上向きの矢印方向に移動するとしても構わない。
【００２４】
　次に、図２に、実施例１の流体ストッパー装置の概略装置構成図を示す。図２は、流体
ストッパー装置のユニットケースの上蓋を取り外し中身の構成を斜視図で表している。ユ
ニットケース９内に、チューブ１の外形をループ状に規制するチューブ支持部５と、チュ
ーブ１のループ状の外形を圧接する可動部４があり、また、可動部４の駆動手段６とチュ
ーブ内の液体監視センサ７が設けられている。
【００２５】
　また、ユニットケース９に設けられているジョイント部８は、外部のチューブと内部の
チューブ１をつなぐ接続用ジョイント部であり、具体的には両チューブを接続する継ぎ手
などである。継ぎ手を用いればジョイント部８とチューブ１の脱着が容易となり、チュー
ブ１が劣化した際の交換が容易である。ジョイント部８をユニットケース９から容易に着
脱する構成も可能で、その場合は本装置内で流体に直接接する部位を定期的に交換するな
どの作業が簡単に行える。またこのジョイント部８がなく、本流体ストッパー装置からそ
のままチューブ１を片方向あるいは両方向に延長して用いることでも構わない。
 
【００２６】
　また本方式を用いて遮断した際に、チューブ１の材質や流体の種類、温度、圧力変化な
ど用途によっては遮蔽部から微量な流体の漏れが生じる場合がありうる。そのような微量
な漏れも許容されない場合には、特に図示していないがチューブ１のループ部等を複数構
成にする、あるいは従来のピンチバルブを補助の遮断／復帰手段として加える等で、その
微量な漏れを防ぐ構成も可能である。ピンチバルブはチューブ１を押し付ける力が弱く水
道圧など高圧がかかるような環境下での使用は難しいが、わずかな漏れが生じるような低
圧の箇所で流路を遮断することは比較的容易である。前段の遮断部が主な遮断を担当して
、後段の遮断部あるいはピンチバルブ部が微小な漏れの遮断を担当するなどの分散構成に
することで、流体漏れの無い構成が可能となる。
【００２７】
　他の手段として、チューブ１の遮断時に漏れる流体を検知する手段を追加して漏れを検
知した際に、ただちにチューブ１を変形させるため、例えば、流体遮断機構の駆動手段で
あるモーターなどの押し付け駆動量（ストローク量）を増やすなどの調整を行って、遮断
機能を維持させる構成も可能である。
　またチューブの材質や流体の種類によっては、周囲温度やチューブ内圧力の上昇や遮断
時に高圧状態が一定以上続いた際にチューブ１の変形部位がゆっくりと変化して遮断機能
が低下する場合がある。そのような温度変化圧力変化、時間経過を認識するための温度セ
ンサや圧力センサ、時間計測タイマーなどを追加してその情報に基づき、前記同様にチュ
ーブ１を変形させるためのモーターなどの押し付け駆動量を変化させて遮断機能を維持さ
せる構成も可能である。
また同様の状態において、チューブ１のループ状の外形を圧接する可動部４を遮断時に折
れ部２を直接抑えるだけの長さに延長して押し付け時に可動部４が直接折れ部２を圧迫し
て遮断機能を維持させる構成も可能である。その延長部位に押し付け方向に厚みを付与し
てより確実に折れ部２を押さえつける機構やホールドする機構等を実装してもよい。
【００２８】
　また、可動部４の駆動手段６は、ここでは電動モーターを用いている。電動モーターは
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、継ぎ手２０を動作させ、接合部２１で繋がれている可動ステージ２２を動作させる。継
ぎ手２０は、図２（ｂ）の矢印に示されるように電動モーター側に引き込まれ、それに伴
い可動ステージ２２がチューブ支持部５側に引き寄せられる。その結果、可動部４がチュ
ーブ支持部５側に近づき、チューブ１のループ状の外形を圧接する。
【００２９】
　この電動モーターによる継ぎ手２０の動作は、上記動作の他に、例えば、電動モーター
を回転中心として（上部方向から見て）反時計回りに回動し、それに伴い可動ステージ２
２がチューブ支持部５側に引き寄せられ、可動部４がチューブ支持部５側に近づき、チュ
ーブ１のループ状の外形を圧接するものでも構わない。
【００３０】
　なお、電動モーターの替わりに、プランジャー、スプリング、手動用つまみなど用いる
ことも可能である。
【００３１】
　次に、チューブ内の液体監視センサ７の役割を説明する。チューブ内の液体監視センサ
は、液切れや液体内に不純物が混入していないか等をチューブ内の液体の品質を把握する
ための監視の目的で設けられている。ここでは、チューブ内の液体監視センサ７に、投光
素子と受光素子と信号処理部からなるものを用いている。
　チューブ内の液体監視センサは、具体的には、投光素子は液体流通チューブの外側に配
され、受光素子は投光素子の発する光を受光するために投光素子に対向した液体流通チュ
ーブ外側に配され、信号処理部が受光素子の受光量レベルによって液体流通チューブ内を
流通する液体、気泡若しくは異物の有無、若しくは液体流通チューブ自体の汚れの有無、
又はこれらの組合せの有無を検知するものである。
【００３２】
　チューブ内の液体監視センサ７は、上述のように液切れの場合や気泡が発生している場
合、異物が混入する場合等の状態により受光素子の受光量のレベルが変わることを利用し
、この受光量レベルを信号処理部で仕分けすることにより様々な内部状態を検知するので
ある。また、受光量によって気泡を検知し、気泡の存在自体を液切れの前兆やガス圧の不
足等流通液体内部の有力な情報として活用するのである。
【００３３】
　可動部４の駆動手段６は、チューブ１内の液体の状況変化に応じたチューブ内の液体監
視センサ７の出力信号から、可動部４の駆動手段６の動作／非動作を行い、チューブ１内
での液体の遮断／開放を行っている。
【００３４】
　以上説明した実施例１の流体ストッパー装置は、チューブ１内の流体３に直接触れる弁
等が存在しないこと、装置内のチューブ内径がほぼ一定で保たれることから通常時に極力
チューブ１内の流れを阻害しないこと、検知（チューブ内の液体監視センサ７）と制御（
可動部の駆動手段６）を一つの装置で実現すること、流体３の種類の影響を受けないこと
を可能とし、チューブ１を流れる流体の流れを遮断させるための駆動機構が簡単な構成に
より実現することができるのである。
【実施例２】
【００３５】
　次に、実施例２では、近赤外センサからの信号により、チューブ１内での液体の遮断／
開放を行う流体ストッパー装置の一実施形態について説明する。図３に、実施例２の流体
ストッパー装置の概略装置構成図を示す。
　図３に示されるように、近赤外センサ１０からの信号により、可動部の駆動手段６が動
作され、図３（ｂ）の矢印に示されるように、可動部４がループ状になったチューブ１を
押し付けることにより、チューブ１に折れ部２が生じ、その結果チューブ１内部の流体の
通過が遮断される。また、可動部４を引き戻すとチューブ１の折れ部２が復帰して再びチ
ューブ１内を流体が通過可能となる。
　この近赤外センサ１０の替わりに、超音波、電波、静電容量などの非接触な検知手段を
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用いても構わない。これらの非接触な検知手段からの信号に応じて、駆動手段６が自動で
作用し、チューブ内の流体を遮断／開放するのである。
【実施例３】
【００３６】
　次に、実施例３では、チューブ１内での液体の遮断／開放を行う流体ストッパー装置の
他の実施形態について説明する。実施例３の流体ストッパー装置は、チューブ１の一部の
外周を支持する支持部１１に回転テーブル機構１２が備えられ、回転テーブル機構１２が
回転することによりチューブ１に折れ部２が生じ、その結果チューブ１内部の流体の通過
が遮断され、また、回転テーブル機構を元に戻すとチューブ１の折れ部２が復帰して再び
チューブ１内を流体が通過し得るものである。
【００３７】
　図４に、実施例３の流体ストッパー装置の原理説明図を示している。図４（ａ）に示さ
れるように、回転テーブル機構１２が時計回りの矢印方向に回転すると、その回転テーブ
ル機構１２に取り付けられている支持部１１も回転する。支持部１１はチューブ１の外周
を保持しているために、例えば９０度回転すると、図４（ｂ）に示されるようになり、チ
ューブ１に折れ部２が生じる。その結果チューブ１内部の流体の通過が遮断され、また、
回転テーブル機構を元に戻すとチューブ１の折れ部２が復帰して再びチューブ１内を流体
が通過するものである。
【００３８】
　また、駆動機構は、回転テーブル機構１２のみを動作させればよく、例えば電動モータ
ーなどで簡単に駆動機構を構築可能である。
　なお、支持部１１は、回転動作する回転テーブル機構１２と一体化されても構わない。
【実施例４】
【００３９】
　次に、実施例４では、チューブ１内での液体の遮断／開放を行う流体ストッパー装置の
他の実施形態について説明する。実施例４の流体ストッパー装置は、チューブ１の一部の
外周を支持する支持部が２箇所（１７，１８）設けられ、２箇所の支持部（１７，１８）
間の相対距離が拡がることによりチューブ１に折れ部２が生じ、その結果チューブ１内部
の流体の通過が遮断され、また、支持部（１７，１８）間の距離を元に戻すとチューブ１
の折れ部２が復帰して再びチューブ１内を流体が通過し得るものである。
【００４０】
　図５に、実施例４の流体ストッパー装置の原理説明図を示している。図５（ａ）に示さ
れるように、２箇所の支持部（１７，１８）が各々矢印方向に平行移動すると、支持部（
１７，１８）は、図５（ｂ）に示されるようになり、チューブ１に折れ部２が生じる。そ
の結果チューブ１内部の流体の通過が遮断され、また、支持部（１７，１８）を元の位置
に戻すとチューブ１の折れ部２が復帰して再びチューブ１内を流体が通過するものである
。
【産業上の利用可能性】
【００４１】
　本発明は、ビール等の飲料サーバのチューブの遮断／開放装置として利用可能である。
また医療用や食品用、工業用の用途にも広く活用可能である。なお、本発明は、液体に限
らず、粉体・気体等に広範囲に利用可能な技術である。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】実施例１の流体ストッパー装置の原理説明図
【図２】実施例１の流体ストッパー装置の概略装置構成図
【図３】実施例２の流体ストッパー装置の概略装置構成図
【図４】実施例３の流体ストッパー装置の原理説明図
【図５】実施例４の流体ストッパー装置の原理説明図
【符号の説明】
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【００４３】
　１　チューブ
　２　チューブの折れ部
　３　チューブ内を流れる液体
　４　可動部
　５　チューブ支持部
　６　可動部の駆動手段
　７　チューブ内の液体監視センサ
　８　ジョイント部
　９　ユニットケース
　１０　赤外線センサ
　１１　支持部
　１２　回転テーブル機構
　１７，１８　支持部（相対距離が変わるように移動するもの）
　２０　継ぎ手
　２１　接合部
　２２　可動ステージ
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